
道路管理課
長野県道路情報設備統合サーバ構築工事について

§３ 統合サーバの構築について

○ サーバ集約による設備の最適化
NTT専用回線は、対象間を物理的に専用の線で結ぶため、設備と受信制御装置の距離により通信費が
変動する体系であったため、受診制御装置は各事務所に設置するのが最適でした。
しかし、IP化後の料金体系は距離の影響を受けることがなく、定額となるため、受診制御装置の設置場所
は任意となる。
以上より、IP化に伴って、各事務所の受信制御装置を個別に改修するのではなく、あらたに受信制御装
置を統合するサーバを構築することで、設備の最適化が図られます。

§１ 現状と課題

○老朽化している道路情報設備について

長野県が管理する約5,200kmの道路には、ト
ンネル非常用設備、道路情報表示板、道路監
視カメラなど多くの情報設備が存在します。そ
れらは、道路を適切に管理するにはなくてはな
らない設備です。
しかし、それら多くの施設は設置後から耐用
年数を経過し、老朽化や故障が生じています。

道路監視制御室（木曽建設事務所）

§２ ＩＰ化への対応と設備の最適化について

○ IP-VPN網を用いたデータ通信へのシステム移行（IP化）による伝送方式の改修
NTT専用回線の終了に合わせて、IP-VPN網を用いたデータ通信へのシステム移行（IP化）に対応した設
備への全面改修は、膨大な予算が必要になります。多くの機器は、現地の制御装置（TMC）と事務所受信
制御装置（RC）（以下、サーバと記載）に変換機を取り付ける改修を行うことで、サービス終了後も使用する
ことができるため、施設の状況を踏まえて、計画的に改修工事を進める必要があります。

○ 統合サーバの集約による設備の最適化ついて
NTT専用回線の終了に合わせて、ＩＰ化に対応した設備への全面改修は、膨大な予算が必要になります。
多くの機器は、変換機を取り付ける最低限の改修工事を行うことで、サービス終了後も使用することができ
るため、施設の状況を踏まえて、計画的に改修工事を進める必要があります。

○NTT専用回線サービスの終了について

2024年４月11日 NTTEAST ホームページより

従来までは、道路上の設備と管理事務所の制御装
置の伝送方式は、信頼性の観点などからNTT専用
回線（メタル回線、ISDNなど）が用いられていました。
しかし、携帯電話や光回線の普及で需要が減り、
施設そのものの老朽化に対しても維持管理が難しい
ことから、令和11年（2029年）３月31日でサービスが
終了します。（右参照）
サービス終了後も設備利用を維持するため、NTT
専用回線を使用している施設の伝送方式を改修す
る必要があります。

＜取組内容＞
① NTTサービス終了に伴って、ＩＰ化による伝送方式の改修を計画的に実施
② 老朽化に備えた設備の最適化を実施

箇所数 （要改修工事） 主な対策方針

トンネル防災設備 ７９ （４４） ルータ、変換機等を追加

道路冠水表示板 ２７ （ ５ ） ルータ、変換機等を追加

気象観測設備 ９４ （２０） 変換機追加

道路情報表示板 １３８ （ ７ ） 変換機を追加

道路監視カメラ １８５ （ ２ ） ルータ更新
変換機・ルーター（イメージ）

【課 題】
建設事務所ごとに受信制御装置が存在
⇒ 今後、装置の維持管理コストが増大

統合サーバ構築のメリット

◆ 受信制御装置を統合することで、長期的な維持管理費が削減できます
試算では、各所にある既存設備を更新した場合に比べて、改修費を1/3に削減

◆ これまで、事務所単位でしか見ることができなかった設備の情報を全県で共有

受信制御装置（長野建設事務所）

県下の設備を一括制御
する統合サーバを構築

§４ IP化に向けた全体スケジュール

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和１１年度

統合サーバ構築
【事業課発注】

製作・設置
【当該工事】

保守・管理

ＩＰ化対応工事
【事務所発注】

実 施

NTTサービス終了

道路監視制御室（大町建設事務所）

※改修工事が不要な場合でも、統合サーバへの登録作業が必要です
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申請書提出
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許可書交付
（手交）

工事・規制

関係部署共有（郵送）
（警察消防、役場、地元区等）

申請者 担当職員 担当職員関係職員

許可書施行

（参考） 別途業務：道路情報広場Naganoシステム改修業務について

§２ 通行規制に関する事務手続きについて

○ 紙申請による道路通行制限願

§１ 現状と課題

現行のホームページは事務所ごとに別々のサイトとして構成されており、他事務所の情報を閲覧するた
めには、個別のサイトへアクセスする必要があります。
また、GIS上で位置情報を示す機能のないことから、操作性に乏しく、利用者にとって使いにくい状況と
なっています。

○ 老朽化・システム障害について

『道路情報広場ＮＡＧＡＮＯ』は、道路情報（カメラ画像、
気温、積雪量、路面状態など）を広く道路利用者へ発信す
るため、各建設事務所の情報を集約しホームページで公
開しています。
現行のシステムは、平成22年度に構築して以降、15年間
稼働しているが、機器の老朽化が進行して、頻繁に原因
不明なシステム障害が発生しています。

【課 題】

〇 紙申請書による窓口での手続き
修正が必要な場合や許可書の発行の際は、申請者に再度来庁を依頼せざるを得ない
申請書のやり取りの『場所』と『時間』に限定され、利便性が低い
〇 職員負担
申請内容の共有は、申請書の複写を郵送するなど、手作業での対応が中心
急な申請の場合はFAX送信で対応する必要があり、申請件数が多い場合に負担が大きい
申請書が紙のため、資料の保管や台帳管理のための入力作業が大変

§３ 道路情報広場Naganoのリニューアル

長野県HP

○ 操作性・閲覧性の向上について

◆どの場所か？、位置情報が不明確
◆その場所の画像しか見れない
（他の場所を見るにはHPを戻る）

◆ GIS上に位置情報表示される
◆カメラ画像以外にも、通行規制、気温
などの情報の取得ができる

現在のシステム（PCのOSはWindows XP)

長野建設事務所 長野IC前

長野建設事務所サイト

長野IC前

他自治体の同様のサービスと比較する
ことで、操作性・閲覧性が劣ることが明確
である。

申請書の作成⇒提出⇒審査⇒決裁⇒許可書の交付⇒関係機関共有⇒保管・管理ま
での、通行制限願の一連プロセスをシームレスで行える電子申請システムの導入が
必要である

道路工事等により予定された道路の規制は、工事業者からの『道路通行
制限願』の提出により手続きを行っている。令和６年度、各建設事務所での
受付件数は、約2,300件にのぼり、紙の申請書を建設事務所の窓口で手交
する方法で行っています。
また、関係機関（警察・消防、バス会社など）への情報提供は、申請書の複
写を郵送しており、職員へ大きな負担を強いています。

道路情報のわかりやすい提供と、通行規制に関する手続きから情報公開まで、一連で行える機能を備

えたシステム（WEBサイト）を構築します。

＜主な機能＞

⚫ あらゆる道路の情報（通行規制、カメラ、気象観測情報など）をGIS上で一元的に表示させます

⚫ 通行止めに必要な手続きのオンライン化します、職員の負担軽減や申請者の利便性を向上させます

⚫ 外部から災害や気象情報を収集したり、収集した情報を他のシステム（インフラデータプラットフォー

ム）と連携させます

【想定される効果】

◆一元管理された道路情報がわかりやすく提供することができます

◆通行規制に関する申請と公開をオンライン化することで、職員の負担軽減や申請者の利便性が

向上します

◆外部連携機能やオープンデータ化により、情報共有体制が強化されます

石川みち情報ネット（石川県）

道の情報（岐阜県）

オンライン
オンライン・
メール

オンライン
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「道路情報広場Nagano」

情報公開サイト

・ArcGIS
・データ連携基盤

その他システム

外部連携 外部連携

建設事務所

工事業者等

通行規制

通行規制情報

トンネル 冠水

走行注意

表示板カメラ 気象観測 通行規制

カメラ画像 積雪・凍結情報 トンネル情報 冠水情報 表示板情報 通行規制情報

道 路 情 報 設 備 統 合 サ ー バ

IP-VPN

建設事務所

監視・制御

情報・命令

情 報

警察・消防

情 報 関係機関
（警察消防、役場、地元区等）

（補足） 長野県道路情報に関するシステム系統について

インターネット

一般道路利用者

道路設備の制御
管理者で情報を一元化

一般ユーザへの情報提供
外部情報連携 通行規制事務手

続きのオンライン化

IP（Internet Protocol）ー VPN（Virtual Private Network）
：通信事業者が独自に所有する閉域ネットワークの中に作られた仮想的な専用回線（暗号化された通信経路でインターネットVPNに比べて安全性が高い）
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